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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、震災の需給に及ぼす影響が懸念されたものの、生産、輸出、個

人消費等、全体として持ち直しの動きがみられております。今後も、サプライチェーンの立て直し、各種の政策効果

等を背景にこの持ち直し傾向が続くことが期待されます。しかしながら雇用及び所得環境は依然として厳しく、また

電力供給の制約や原子力災害、円高及び世界株安等の影響により景気が下振れするリスクも含んでおり、今後も予断

を許さない状況となっております。 

当社グループが事業の主体とする不動産業界は、震災によるサプライチェーンの影響が徐々に薄れ、新設住宅着工

戸数は回復の動きを見せております。今後もサプライチェーンの更なる回復や被災住宅の再建などから、徐々に住宅

投資が増加していくものと予想されますが、一部の地域では地盤などの風評を受け、需要が依然不透明な状況であり

ます。 

このような事業環境のなか、当社グループは「市況に左右されない社内体制の強化」を目標として「健全な事業成

長モデルの維持」「商品価値の更なる向上」「更なるコスト削減」を掲げ、住宅性能評価書全棟取得、環境共生住宅

システム認定取得、長期優良住宅認定取得を推進してまいりました。 

主力である戸建分譲事業においては、震災の影響による契約の落ち込み懸念から、仕入・着工・販売のバランス維

持のため早期販売等による在庫回転率重視の販売活動を実施した結果、収益面において影響は出たものの、仕入・着

工・販売のバランス、在庫回転率においては適正な水準が維持できております。 

 建築請負事業においては、法人からの請負工事に対する受注体制及び生産体制の強化に注力したことにより、堅調

に収益拡大傾向を見せております。 

 また販売費及び一般管理費においては、ほぼ想定通りの水準を維持し、財務面においても最適資金調達の基本方針

に沿って、積極的な土地仕入に十分対応できるだけの調達枠を確保できております。 

 その結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は 百万円（前年同期比 ％増）となったものの、

上記の在庫回転率重視の販売活動による収益面の影響を受け、営業利益は 百万円（前年同期比 ％減）、経

常利益は 百万円（前年同期比 ％減）となり、また、税務上の繰越欠損金の解消に伴う法人税等の増加によ

り、四半期純利益は 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 
  
 セグメントの業績は次のとおりであります。 
  
①不動産分譲事業 

 戸建住宅においては、前年同期と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る不動産販売

高は 億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。また土地分譲においては、不動産販売高は 億 百万円

（前年同期比 ％減）となりました。建築条件付戸建住宅においては、不動産販売高は 億 百万円（前年同期

比 ％減）となりました。合計で不動産分譲事業全体の売上高は 億 百万円（前年同期比 ％増）となりま

した。 

②建築請負事業 

 建築請負事業は、請負工事収入 億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。 

③不動産賃貸事業 

 不動産賃貸事業は、賃貸収入 百万円（前年同期比 ％減）となりました。 
  
なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。各セグメントの前年同期比については、前第２四半期連結会計期間のセ

グメント情報を本会計基準及び適用指針適用後のセグメントに組み替えたうえで算定しております。 
  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と

なりました。これは主に、現金及び預金が 百万円減少したのに対し、土地仕入の強化等により仕掛販売用不

動産が 百万円増加したこと等によるものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と

なりました。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた借入金が 億 百万円増加

したこと等によるものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と

なりました。これは主に、剰余金の配当 億 百万円に対し、四半期純利益 億 百万円を計上したこと等による

ものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の減少、

財務活動による資金の増加等により、第１四半期連結会計期間末に比べて 億 百万円減少し 百万円となりま

した。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

260億89 10.0

18億60 19.4

16億29 19.9

11億22 44.8

174

239 88 32.1 3 5

81.8 10 58

66.6 254 9 10.3

5 98 5.5

80 29.4

773億88 31億61

32億76

63億22

425億86 17億55

14 30

348億2 14億6

10 76 25 14

3 96 124億16
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益 億 百万円の計上があった一方で、たな

卸資産の増加額 億 百万円、引当金の減少額 億 百万円等により 億 百万円の減少となりました。前年同期

と比較して、 億 百万円の減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入 百万円等により 百万円の増加とな

りました。前年同期と比較して、 億 百万円の減少であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額 億 百万円、長期借入金の返済による支出

億 百万円等により 億 百万円の増加となりました。前年同期と比較して、 億 百万円の減少であります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成24年１月期の連結業績予想につきましては、現時点では、平成23年３月15日公表の業績予想に変更はござい

ません。 

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 会計処理基準に関する事項の変更 

 （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ 百万円減少し、税金等調

整前四半期純利益が 百万円減少しております。 

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 百万円、投資その他の資産の「その他」に含ま

れる差入敷金保証金の変動額は 百万円であります。 

  

表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係）  

 当第２四半期連結累計期間 

１．前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「保険返戻金」は、重要性が乏しいため、営業

外収益の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は 百万円でありま

す。 
  

２．「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。  

  

 当第２四半期連結会計期間 

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「融資手数料」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。  

  なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「融資手数料」は 百万円でありま

す。 
  

２．「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,416 15,692

販売用不動産 10,509 9,509

仕掛販売用不動産 35,238 28,915

未成工事支出金 4,628 4,275

原材料及び貯蔵品 31 22

その他 1,036 1,864

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 63,858 60,278

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,775 4,796

土地 8,503 9,036

その他 475 476

減価償却累計額 △1,641 △1,592

有形固定資産合計 12,112 12,716

無形固定資産 234 230

投資その他の資産   

投資有価証券 571 587

その他 634 438

貸倒引当金 △24 △24

投資その他の資産合計 1,181 1,001

固定資産合計 13,529 13,948

資産合計 77,388 74,226
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 10,258 10,569

短期借入金 26,890 24,206

1年内返済予定の長期借入金 1,247 1,543

未払法人税等 838 102

賞与引当金 64 65

その他 1,492 1,343

流動負債合計 40,792 37,831

固定負債   

長期借入金 802 1,759

退職給付引当金 483 724

保証工事引当金 339 364

その他 168 150

固定負債合計 1,793 2,999

負債合計 42,586 40,830

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,811 7,809

資本剰余金 8,103 8,101

利益剰余金 18,700 17,262

自己株式 △40 △40

株主資本合計 34,573 33,131

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 203 248

評価・換算差額等合計 203 248

新株予約権 24 15

純資産合計 34,802 33,396

負債純資産合計 77,388 74,226
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 39,591 49,476

売上原価 32,161 41,495

売上総利益 7,429 7,980

販売費及び一般管理費 3,585 4,030

営業利益 3,843 3,949

営業外収益   

受取利息及び配当金 9 18

受取保険金 3 19

保険返戻金 0 －

還付加算金 － 6

補助金収入 8 －

その他 7 9

営業外収益合計 31 53

営業外費用   

支払利息 405 314

融資手数料 138 118

その他 37 74

営業外費用合計 581 507

経常利益 3,293 3,496

特別利益   

固定資産売却益 2 1

受取和解金 55 －

退職給付制度改定益 － 249

特別利益合計 57 251

特別損失   

固定資産売却損 23 14

減損損失 76 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4

特別損失合計 100 19

税金等調整前四半期純利益 3,251 3,728

法人税、住民税及び事業税 39 798

法人税等調整額 △232 414

法人税等合計 △193 1,213

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,514

四半期純利益 3,444 2,514
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 23,719 26,089

売上原価 19,426 22,152

売上総利益 4,293 3,936

販売費及び一般管理費 1,985 2,076

営業利益 2,307 1,860

営業外収益   

受取利息及び配当金 8 17

受取保険金 1 17

保険返戻金 0 －

その他 5 5

営業外収益合計 15 40

営業外費用   

支払利息 224 153

融資手数料 － 59

その他 65 58

営業外費用合計 290 271

経常利益 2,033 1,629

特別利益   

固定資産売却益 2 －

退職給付制度改定益 － 249

特別利益合計 2 249

特別損失   

固定資産売却損 4 6

減損損失 76 －

特別損失合計 81 6

税金等調整前四半期純利益 1,954 1,873

法人税、住民税及び事業税 19 632

法人税等調整額 △98 118

法人税等合計 △79 751

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,122

四半期純利益 2,033 1,122
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,251 3,728

減価償却費 148 129

引当金の増減額（△は減少） △7 △267

受取利息及び受取配当金 △9 △18

支払利息 405 314

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,363 △7,285

仕入債務の増減額（△は減少） 2,451 △311

その他 7 431

小計 △5,116 △3,278

利息及び配当金の受取額 9 18

利息の支払額 △419 △317

法人税等の支払額 △23 △39

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,550 △3,618

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の売却による収入 324 166

その他 △17 △125

投資活動によるキャッシュ・フロー 307 41

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,938 2,683

長期借入金の返済による支出 △171 △1,252

配当金の支払額 △401 △1,126

その他 △4 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,361 299

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,118 △3,276

現金及び現金同等物の期首残高 11,835 15,692

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,953 12,416
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 該当事項はありません。 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地の販売 

建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事 

不動産賃貸事業：不動産の賃貸 

その他事業  ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務等 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年５月１日 至 平成22年７月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成22年２月１日 至 平成22年７月31日） 

 海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
不動産分譲

事業 
（百万円）

建築請負
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高  21,731  1,819  109  59  23,719  －  23,719

営業利益  2,073  345  10  53  2,482  △174  2,307

  
不動産分譲

事業 
（百万円）

建築請負
事業 

（百万円）

不動産賃貸
事業 

（百万円）

その他
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高  36,447  2,808  221  113  39,591  －  39,591

営業利益  3,534  467  14  101  4,118  △274  3,843
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【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は、事業内容に応じた事業本部及び事業部門を置き、各事業本部等は、取り扱う事業について包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 従って、当社は、事業内容を基礎とした「不動産分譲事業」、「建築請負事業」及び「不動産賃貸事業」

の３つを報告セグメントとしております。  

 「不動産分譲事業」は戸建住宅等の分譲事業を行っており、「建築請負事業」は注文住宅等の建築請負事

業を行っており、「不動産賃貸事業」は保有する賃貸住宅等の賃貸事業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年７月31日） 

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成23年５月１日 至 平成23年７月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり

ます。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。  

  

 該当事項はありません。  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１  

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲
事業  

建築請負
事業  

不動産賃貸
事業  

計

売上高             

外部顧客への売上高  47,935   1,374   165   49,476   －   49,476

セグメント間の内部売上高
又は振替高  6 171 －  178  △178 －

計   47,942   1,546   165   49,654   △178   49,476

セグメント利益   4,874   11   71   4,957   △1,007  3,949

△1,007

  

報告セグメント
調整額 
（注）１  

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

不動産分譲
事業  

建築請負
事業  

不動産賃貸
事業  

計

売上高             

外部顧客への売上高  25,409   598   80   26,089   －   26,089

セグメント間の内部売上高
又は振替高  3 93 －  97  △97 －

計   25,413   692   80   26,186   △97   26,089

セグメント利益又は損失（△）   2,380   △25   32   2,387   △527  1,860

△527

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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生産、契約及び販売の状況  

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しており、下記の生産の実績、契約の状況及び販売の実績は、前第２四半期連結会計期間につ

いても本会計基準及び適用指針適用後のセグメントに組み替えたうえで算定しております。 
  

 (1）生産の実績 

（注）１．金額は販売価額により表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

 (2）契約の状況 

  

（注）１．金額は販売価額により表示しております。 

２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業

のその他建築請負工事の件数は省略しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．補足情報

セグメントの名称 項目

前第２四半期連結会計期間
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲事業 

戸建住宅 17,488 －  23,787 +36.0

土地 1,675 －  305 △81.8

建築条件付戸建住宅 3,003 －  1,103 △63.3

小計 22,167 －  25,196 +13.7

建築請負事業 

建築請負工事 333 －  442 +32.7

その他建築請負工事 
（リフォーム等） 290 －  213 △26.5

小計 624 －  655 +5.1

合計 22,792 －  25,852 +13.4

セグメントの名称 項目

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

契約高
前第２四半期連結会計期間末

契約残高 

件数 前年同期比
（％） 

金額
（百万円）

前年同期比
（％） 件数

前年同期比 
（％） 

金額 
（百万円）

前年同期比
（％） 

不動産分譲事業 

戸建住宅 633 － 21,351 － 426  － 15,232 －

土地 16 － 1,689 － 8  － 295 －

建築条件付戸建住宅 52 － 2,073 － 73  － 3,002 －

小計 701 － 25,114 － 507  － 18,531 －

建築請負事業 

建築請負工事 43 － 558 － 89  － 1,204 －

その他建築請負工事 
（リフォーム等） － － 305 － －  － 98 －

小計 43 － 864 － 89  － 1,303 －

合計 744 － 25,978 － 596  － 19,834 －

セグメントの名称 項目

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

契約高
当第２四半期連結会計期間末

契約残高 

件数 前年同期比
（％） 

金額
（百万円）

前年同期比
（％） 件数

前年同期比 
（％） 

金額 
（百万円）

前年同期比
（％） 

不動産分譲事業 

戸建住宅 729 +15.2 24,034 +12.6 369  △13.4 12,661 △16.9

土地 24 +50.0 601 △64.4 15 +  87.5 378 +27.8

建築条件付戸建住宅 11 △78.8 493 △76.2 23  △68.5 948 △68.4

小計 764 +9.0 25,129 +0.1 407  △19.7 13,987 △24.5

建築請負事業 

建築請負工事 41 △4.7 585 +4.8 96 +  7.9 1,327 +10.1

その他建築請負工事 
（リフォーム等） － － 244 △19.8 －  － 143 +46.1

小計 41 △4.7 830 △3.9 96 +  7.9 1,470 +12.8

合計 805 +8.2 25,960 △0.1 503  △15.6 15,458 △22.1
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(3）販売の実績   

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 
２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業

及び不動産賃貸事業の件数は省略しております。 
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

セグメントの名称 項目

前第２四半期連結会計期間
（自 平成22年５月１日 
至 平成22年７月31日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日） 

件数 前年同期比
（％） 

金額
（百万円）

前年同期比
（％） 件数

前年同期比 
（％） 

金額 
（百万円）

前年同期比
（％） 

不動産分譲事業 

不動産販売高  

戸建住宅 545 － 18,164 － 719 +  31.9 23,988 +32.1

土地 18 － 1,675 － 12  △33.3 305 △81.8

建築条件付戸建住宅 69 － 3,166 － 21  △69.6 1,058 △66.6

その他 － － 31 － －  － 56 +79.5

小計 632 － 23,038 － 752 +  19.0 25,409 +10.3

建築請負事業 － － 567 － －  － 598 +5.5

不動産賃貸事業 － － 114 － －  － 80 △29.4

合計 632 － 23,719 － 752 +  19.0 26,089 +10.0
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